
拝啓 時下ますます御健勝のことと存じます。

さて、平成１９年度の国の予算につきましては、昨年１２月２４日閣議決定さ

れたところであります。

この国の予算に関連して、現在平成１９年度の地方財政計画の策定を急いでい

るところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりません

が、地方公共団体の予算編成作業の状況にかんがみ、さしあたり現段階における

地方財政の見通し、その他予算編成上留意すべき事柄について、別紙のとおりお

知らせいたします。

なお、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくよ

うお願い申し上げます。

時節柄御自愛専一の程お祈りいたします。

敬 具

平成１９年１月２２日

総務省自治財政局財政課長

佐 藤 文 俊

各都道府県総務部長 殿

（財政課、市町村担当課扱い）

各指定都市財政局長 殿

（財政課扱い）
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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、昨年１２月１日「平成１９年度予算編成の基本方針」（別添資料

第１）を閣議決定するとともに、１２月１９日に「平成１９年度の経済見通

しと経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに基

づいて同月２４日、平成１９年度予算の概算（別添資料第３）を閣議決定し

た。

１ 平成１９年度予算及び財政投融資計画は、次のような基本的考え方により

編成された。

(1) 平成２３年度に国と地方の基礎的財政収支を確実に黒字化するととも

に、簡素で効率的な政府を実現するため、これまでの財政健全化の努力を

継続し、平成１９年度予算編成に当たっては、歳出改革路線を強化する。

このため、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成１８年法律第４７号。以下、「行革推進法」という。）に

基づき、行政のスリム化・効率化を一層徹底し、総人件費改革や特別会計

改革、資産・債務改革等について、適切に予算に反映させる。

(2) 歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、一般歳出及び一般会計歳出に

ついて厳しく抑制を図る。足下の経済情勢や税収動向を踏まえ、新規国債

発行額について、前年度の水準（２９兆９，７３０億円）より大幅に減額

する。

(3) 予算の配分に当たり、「公共事業関係費」及び「その他の経費」につい

ては、「公共事業関係費」の総額を前年度予算額から３％減算した額、「そ

の他の経費」の総額を前年度予算額から原則として３％減算した額及び重

点化促進加算額の合計額の範囲内とすることを基本に厳しく抑制する。「義

務的経費」は、自然増を放置することなく、制度・施策の抜本的見直しを

行い、歳出の抑制を図る。また、引き続き予算執行実績を的確に踏まえた

予算とする。

(4) 予算配分の重点化・効率化に当たっては、「活力に満ちたオープンな経

済社会の構築」及び「健全で安心できる社会の実現」に施策を集中する。

また、各府省は、各施策について成果目標を提示し、厳格な事後評価を行う。
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政策評価等を活用し、歳出の効率化・合理化を進める。さらに、民間活力

の活用による効率化に努めるとともに、公共サービスの合理化・効率化を

織り込み、単価を引き下げ、経費を削減する。

(5) 税制については、平成１９年度予算の歳出削減の状況、平成１８年度決

算の状況、医療制度改革を受けた社会保障給付の実績等を踏まえ、来年秋

以降に本格的・具体的な議論を行い、これまでの与党税制改正大綱に示さ

れた改革工程に沿って、平成１９年度を目途に税体系の抜本的改革を実現

させるべく、取り組む。

平成１９年度税制改正においては、「成長なくして財政再建なし」の理

念の下、経済成長を財政再建、さらには国民負担を可能な限り小さくする

ことにつなげていくという観点から、我が国経済の成長基盤の整備に向け

て税制を見直すこと等を検討する。

(6) 成果目標（Plan）－予算の効率的執行（Do）－厳格な評価（Check）－予

算への反映（Action）を実現する予算制度改革を定着させるため、「成果

重視事業」や「政策群」の取組を引き続き進める。政策評価の改善・充実

を図りつつ、政策評価と予算との連携強化を更に進める。また、「新成長

経済への移行期」において、歳出・歳入一体改革が実効性を持つよう、複

数年度にわたる歳出をチェック・フォローする視点に立って、経済財政諮

問会議における「構造改革と経済財政の中期展望」、「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針」、「予算の全体像」、「予算編成の基本方針」

の策定を踏まえた政策プロセスを強化する。

２ また、「平成１９年度予算編成の基本方針」においては、地方財政につい

て、以下の方針が示されている。

国と地方の信頼関係を維持しつつ、「基本方針２００６」に沿って、平成

１９年度予算においても、国の取組と歩調を合わせて、人件費、投資的経費、

一般行政経費の各分野にわたり地方歳出を厳しく抑制する。

「地方分権改革推進法案」を踏まえて、「新分権一括法案（仮称）」の３

年以内の国会提出に向け検討を進める。

国・地方の財政状況を踏まえつつ、交付税、補助金の見直しとあわせ、税

源移譲を含めた税源配分の見直しを行うなど、一体的な検討を図る。
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地方公共団体間で財政力に隔たりがある現状を踏まえ、その格差の縮小を

目指す。

交付税に依存しない不交付団体の速やかな増加を目指す。

その地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む自治体に対し、

地方交付税等の支援措置を新たに講ずる「頑張る地方応援プログラム」を平

成１９年度から実施する。また、簡素な新しい基準による交付税の算定方式

を平成１９年度から導入する。

地方の自己規律による財政健全化を促すため、新たな再生制度の整備に向

けた取組を進める。地方公共団体においては、「地方公共団体における行政

改革の更なる推進のための指針」（平成１８年８月３１日付け総務事務次官

通知。以下、「地方行革新指針」という。）等を踏まえ、より一層積極的に

地方行革に取り組む。

３ このような方針に基づいて編成された平成１９年度の一般会計予算の規模

は、８２兆９，０８８億円（前年度比３兆２，２２８億円、４．０％増）で、

一般歳出は、４６兆９，７８４億円（前年度比６，１２４億円、１．３％増）

となっている。

財政投融資計画の規模は、１４兆１，６２２億円（前年度比８，４２４億

円、５．６％減）となっている。

また、「平成１９年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」におい

では、平成１９年度の国内総生産は５２１．９兆円程度、名目成長率は２．２

％程度、実質成長率は２．０％程度となるものと見込まれている。

第２ 地方財政対策

平成１９年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

が大幅に増加するものの、公債費が高い水準で推移することや社会保障関係

費の自然増等により、依然として大幅な財源不足が生じるものと見込まれた。

このため、「基本方針２００６」に沿って、国の歳出予算と歩を一にして、

地方歳出を見直すこととし、定員の純減や給与構造改革等による給与関係経

費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、これらを通じて、地方財政計画の

規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮を図ることとする一方、
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地方交付税の現行法定率を堅持しつつ安定的な財政運営に必要な地方税、地

方交付税等の一般財源の総額を確保することを基本として地方財政対策を講

じることとした。また、併せて、地方財政の健全化を図るため、交付税特別

会計の新規借入を廃止するとともに、計画的な償還を開始することとした。

その概要は次のとおりである。

１ 地方交付税の現行法定率分の堅持及び安定的な財政運営に必要な「一般財

源総額」の確保

国と地方の信頼関係を維持しつつ、歳出・歳入一体改革を進めることが必

要であり、「基本方針２００６」に沿って、地方交付税の現行法定率分を堅

持すること、地方公共団体の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税

等の一般財源の総額を確保することが必要である。

このような観点に立って、地方財政対策を講じた結果、平成１９年度にお

いては、地方交付税の現行法定率分を堅持し、その減額は行わないこととす

るとともに、「一般財源総額」（地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地

方譲与税、地方特例交付金等の合計額をいう。）は、５９兆２，２６６億円、

前年度に比し５，１３４億円の増となり、平成１８年度を上回る額を確保す

ることとしたところである。

２ 交付税特別会計借入金の償還

交付税特別会計における借入金残高が約５３兆円にも達する現状を踏まえ、

地方財政の健全化に資するため、新規借入を廃止し、既往の借入金について、

国・地方の負担区分に応じてそれぞれの償還責任を明確にするとともに、計

画的な償還を開始することとした。

ア 国は、既往の交付税特別会計借入金のうち、国の負担額１８兆６，

６４８億円を平成１９年４月１日から国の一般会計借入金として振替整

理する措置を講ずる。この結果、当該債務は、以後、国債費として償還

を行うこととなる（平成１９年度にあっては、１兆７，３２２億円を償

還）。

イ 交付税特別会計借入金のうち、地方の負担額３４兆１，５０９億円（平

成１８年度補正予算前の平成１８年度末残高見込）について、現行の償

還期限である平成３８年度までの償還計画を新たに作成した上で、平成
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１８年度補正予算から償還（平成１８年度にあっては、平成１８年度当

初予算における地方負担分の新規借入の減額）を開始する。この結果、

平成１８年度補正予算においては、５，３３６億円の、平成１９年度に

おいては５，８６９億円の償還を行う。

３ 財源不足とその補てん措置

平成１９年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

の大幅な増加が見込まれる一方で、経費全般について徹底した節減合理化に

努めたが、公債費が依然高水準であることや社会保障関係経費の自然増、交

付税特別会計借入金の大規模な償還が開始される予定であったことなどによ

り、大幅な財源不足が生じる見込みとなった。このため、交付税特別会計借

入金について、上記２のとおり国負担分を国の一般会計借入金に振替整理す

るとともに、残余の地方負担分について現行の償還期限である平成３８年度

まで段階的に償還額が逓増する形で償還計画を新たに作成したところである。

その結果、４兆４，２００億円の財源不足が生じ、平成８年度以来１２年連

続して、「地方交付税法」（昭和２５年法律第２１１号）第６条の３第２項

の規定に該当する財源不足を生じることとなった。

このため、平成１９年度から平成２１年度の間は、平成１８年度までと同

様、建設地方債（財源対策債）の増発等によってもなお財源不足が生じる場

合には、これを国と地方が折半して補てんすることとしたところである。こ

の場合において、国負担分については、国の一般会計から交付税特別会計へ

の繰入による加算（臨時財政対策加算）により、地方負担分については、「地

方財政法」（昭和２３年法律第１０９号）第５条の特例となる地方債（臨時

財政対策債）により補てん措置を講じることとするとともに、臨時財政対策

債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政

需要額に算入することとし、これらの措置を「地方交付税法」第６条の３第

２項の制度改正として講じ、所要の法律改正を行うこととしたところである。

平成１９年度は、財源不足額４兆４，２００億円について、上記の考え方

に基づき、従前と同様の例により、まず、一般公共事業債等の充当率の臨時

的引上げ等による建設地方債（財源対策債）の増発（１兆５，９００億円）、

地方が負担する臨時財政対策債の元利償還等に係る臨時財政対策債（２兆６，
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３００億円）及び「地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律」

（平成１１年法律第１７号）附則第４条第１項に規定する特別交付金（２，

０００億円）により補てん措置を講ずることとした結果、国と地方が折半し

て補てんすべき財源不足額は生じないこととなった。なお、その他の留意点

は以下のとおりである。

(1) 臨時財政対策債２兆６，３００億円は、平成１３年度以降に発行した既

往の臨時財政対策債の元利償還金に係る財源不足額１兆２５２億円並びに

地方財政計画歳出の投資的経費（単独）と一般行政経費（単独）の一体的

かい離是正分の一般財源に相当する額のうち平成１７年度是正分２，１００

億円（平成１７年度是正分の一般財源相当額３，５００億円の５分の３）、

平成１８年度是正分８，０００億円（平成１８年度是正分の一般財源相当

額１兆円の５分の４）及び平成１９年度是正分５，９４８億円（平成１９

年度是正分の一般財源相当額６，０００億円のうち財源不足となるもの）

の合算額を補てんするものとして発行する地方財政法第５条の特例となる

地方債であること。

(2) 特別交付金（恒久的減税による減収を補てんする制度であった減税補て

ん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う経過措置とし

て設けられた交付金）について、平成１９年度の交付額を４，０００億円、

平成２０年度の交付額を２，０００億円としていたが、地方税収の動向を

踏まえ、総額（６，０００億円）を変えない範囲で、交付期間を２年から

３年に延長し、平成１９年度から平成２１年度までの各年度の交付額を２，

０００億円としていること。

４ 児童手当制度の拡充に伴う財源措置

児童手当については、３歳未満の児童に対する手当の月額を一律１万円と

する制度拡充が行われることから、これに伴う地方負担の増加４７０億円に

ついては、平成１９年度は、地方特例交付金（児童手当特例交付金）で措置

することとしている。

これにより、平成１９年度の地方特例交付金の総額は、平成１８年度の制

度改正分と合わせて１，１２０億円とすることとしている。

平成２０年度以降は、平成１９年度与党税制改正大綱において、「少子化
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対策のための国・地方を通じて必要な財源の確保について、税制の抜本的・

一体的改革の中で検討する」とされたことを踏まえ、対応することとしている。

５ 決算かい離の一体的是正

平成１９年度においても、ハードからソフトへと政策転換を進める地方の

実情に応じ、平成１７年度及び平成１８年度に引き続き、地方財政計画歳出

の投資的経費（単独）を１兆２，０００億円（一般財源ベースで６，０００

億円）減額する一方、一般行政経費（単独）を６，０００億円（全額一般財

源）増額することにより、地方財政計画と決算の一体的なかい離是正を行っ

ている。この結果、かい離は概ね解消する見込みとなった。なお、平成１９

年度は、このかい離是正分の一般財源に相当する額のうち財源不足となった

５，９４８億円を臨時財政対策債により措置することとし、今後５年で、段

階的に地方税、地方交付税等の一般財源による措置（財源不足が生じる場合

には国と地方が折半して補てん）に移行することとしている。また、この間

において、本来であれば国負担となる分との差額については、後年度に交付

税総額に加算することにより調整することとしている。

６ 地方交付税の総額

平成１９年度の地方交付税の総額は１５兆２，０２７億円（前年度比７，

０４５億円、４．４％減）となっている。

なお、「地方交付税法」附則第４条の２第８項及び第９項に基づき平成１９

年度に加算することとされていた額（６，２５１億円）については、中期的

な交付税の安定的確保に資するよう、今後、交付税特別会計借入金の償還額

が増加していく状況を踏まえ、加算時期を調整し、平成２２年度以降の３年

間で均等に加算することとしている。

また、次の(1)から(4)までに掲げる額の合計額については、平成２５年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、(5)から(7)までに掲げる額の

合計額については、平成２０年度及び平成２１年度の地方交付税の総額から

減額することとし、その旨法律に定めることとしている。

(1) 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額等

３，１２０億円
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(2) 平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し、一般会

計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 ６７億円

(3) 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 ５４億円

(4) 昭和６１年度、平成４年度から平成８年度までの間及び平成１０年度に

おける交付税特別会計借入金に関し、一般会計から交付税特別会計に繰り

入れることとしていた利子相当額（後年度に償還財源を一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしているものに係るものを除く。）

４７１億円

(5) 平成１７年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた通常収

支に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差額

１，１３４億円

(6) 平成１７年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた恒久的

な減税に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差

額 ４０５億円

(7) 平成１７年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた国庫補

助負担金の一般財源化に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際

に要した額の差額 ７億円

７ 地方税制改正

平成１９年度の地方税制改正においては、現下の経済・財政状況等を踏ま

え、持続的な経済社会の活性化を実現するため、法人所得課税における減価

償却制度を見直すとともに、上場株式等の配当・譲渡益に係る軽減税率の適

用期限を１年延長するほか、非課税等特別措置の整理合理化等のため所要の

措置を講じることとしている。

８ 地方債

地方債については、地方財源の不足に対処するための措置を講じるととも

に、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方公共団体が、行政改革と財

政の健全化を推進し、当面する諸課題に重点的・効率的に対処することがで

きるよう、公的資金の重点化と地方債資金の市場化を一層推進しつつ、所要

の地方債資金の確保を図ることとして、平成１９年度の地方債計画を策定し
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ている。

その規模は、１２兆５，１０８億円で、前年度に比し１兆４，３５８億円、

１０．３％の減となっている。

なお、平成１９年度から３年間で、徹底した総人件費の削減等を内容とす

る財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、行政改革・経営改

革を行う地方公共団体を対象に、公営企業借換債と合わせて５兆円規模の公

的資金（財政融資資金、簡保資金及び公営公庫資金）の繰上償還（補償金な

し）等を行うこととし、その財源として必要に応じ民間等資金による借換債

を発行できることとしている。

９ 地方財政の規模

平成１９年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８３兆

１，３００億円程度（前年度比０．０％程度減）、歳出のうち公債費（公営

企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）及び不交付団体水準超

経費を除く地方一般歳出の規模は前年度比１．１％程度の減となる見込みで

ある（別添資料第４）。

なお、平成１９年度の地方財政計画においては、歳入に占める一般財源（地

方税、地方譲与税、地方特例交付金等及び地方交付税の合計額をいう。）の

比率は６８．１％程度（平成１８年度６６．６％）、地方債依存度は１１．６

％程度（平成１８年度１３．０％）となる見込みである。

また、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成１９年度末借入金

残高は１９９兆円程度（平成１８年度２０１兆円）となる見込みである。

第３ 予算編成の基本的考え方

平成１８年度の我が国経済は、消費に弱さがみられるものの、景気は回復

を続けている。企業部門の好調さが、雇用・所得環境の改善を通じて家計部

門へ波及し、民間需要中心の回復が続くと見込まれる。物価の動向を総合的

にみると、消費者物価指数は前年比で上昇が続いているが、石油製品、その

他特殊要因を除くとゼロ近傍で推移しており、また、需要ギャップはゼロ近

傍まで改善している。これらのこと等から、デフレからの脱却が視野に入っ

ているものの、海外経済の動向などにみられるリスク要因を考慮しつつ、デ
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フレに後戻りする可能性がないか注視していく必要がある。

「平成１９年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政

府は、「成長なくして日本の未来なし」の理念の下、「戦後レジームからの

新たな船出」を行うため、イノベーションの力とオープンな姿勢により、今

後５年間程度で「新成長経済への移行期」を完了するものとしている。

その初年度である平成１９年度においては、「創造と成長」の実現を図る

との方針の下で、成長力強化に向けた改革を加速・深化させるとともに、併

せて地域経済の活性化や再チャレンジ可能な社会を目指すための取組を強力

に推進し、また、「成長なくして財政再建なし」の理念の下、成長力強化を

図りつつ、車の両輪である行財政改革を断行することとしている。政府・日

本銀行は、マクロ経済運営に関する基本的視点を共有し、物価安定の下での

民間主導の持続的な成長のため、一体となった取組を行うとしているほか、

今後とも、経済情勢によっては、大胆かつ柔軟な政策運営を行うこととして

いる。

平成１９年度の我が国経済については、世界経済の着実な回復が続く下、

企業部門・家計部門ともに改善が続き、改革の加速・深化と政府・日本銀行

の一体となった取組等により、物価の安定の下での自律的・持続的な経済成

長が実現すると見込まれている。

そうした中で、明年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお平成１８年度に引き続き大幅な財源不足の状況にある。地方財政の借

入金残高は平成１９年度末に１９９兆円と見込まれ、今後、その償還負担が

高水準で続くことに加えて社会保障関係経費の自然増も見込まれるところで

あり、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されている。

現下の極めて厳しい地方財政の状況、国・地方を通ずる歳出・歳入一体改

革の必要性を踏まえると、引き続き、地方公共団体においては、地方分権の

時代にふさわしい簡素で効率的な行政システムを確立するため、徹底した行

政改革を推進するとともに、歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進

め、また、歳入面でも自主財源について積極的な確保策を講じるなど、効率

的で持続可能な財政への転換を図ることが急務である。

平成１９年度の予算編成に当たっては、このような現状を踏まえ、財政の
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健全性の確保に留意しつつ、活力ある地方を創るため、地方の知恵と工夫を

活かした独自施策の展開等に積極的に取り組まれたい。

１ 平成１９年度の国内総生産の成長率は、名目２．２％程度、実質２．０％

程度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考

えられるので、経済動向を十分踏まえて適切な財政運営を行うよう配慮され

たい。

２ 地方分権を一層推進するためには、地方公共団体が総力を挙げて行財政改

革に取り組むとともに、適切に説明責任を果たし、各団体の取組状況を比較

可能な形で分かりやすく示すなど、国民の理解を得ることが不可欠である。

総務省においては、「地方公共団体における行政改革の推進のための新た

な指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通知。以下「新地方行革

指針」という。）を策定し、「集中改革プラン」の公表など、各地方公共団

体に対し、積極的な取組を要請してきた。

また、「行革推進法」、「競争の導入による公共サービスの改革に関する

法律」（平成１８年法律第５１号。以下「公共サービス改革法」という。）

及び「基本方針２００６」を踏まえ、「地方行革新指針」を策定し、総人件

費改革、公共サービス改革、地方公会計改革など、一層の行政改革の推進に

努めるよう要請した。

地方公共団体においては、これらの指針を踏まえ、集中改革プランの着実

な実施に取り組まれるとともに、事務事業の仕分けを踏まえた検討や市場化

テストの積極的な活用など、更なる行政改革に取り組まれたい。

３ 定員及び給与については、定員管理及び給与水準等の適正化を図り、給与

関係経費を抑制するとともに、公務の能率的運営を推進されたい。

定員については、「基本方針２００６」において５年間で行政機関の国家

公務員の定員純減（▲５．７％）と同程度の定員純減を行うこととされてお

り、「地方行革新指針」を踏まえ、集中改革プランにおける定員管理の数値

目標の着実な達成に取り組むとともに、毎年度の達成状況を検証するなどし

て、職員数の一層の純減を図られたい。

給与については、「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」

（平成１８年１０月１７日付け総務事務次官通知）及び上記指針等に基づき、
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地域民間給与の適切な反映等を内容とする国家公務員の給与構造改革を踏ま

えた給与構造の見直しをいまだ実施していない団体においては、遅くとも平

成１９年４月からこれを実施されたい。

加えて、人事委員会機能の発揮等を通じ、地域の民間企業の給与水準をよ

り的確に反映するなど、「基本方針２００６」に沿った取組を推進されたい。

給与や諸手当において不適正な制度・運用がある場合には、速やかにその

適正化を図られたい。また、地域手当について、国における指定基準に基づ

く支給割合を超えて支給している団体及び支給地域に該当していない地域に

おいて支給している団体にあっては、速やかに是正されたい。

退職手当についても、国家公務員における退職手当の構造面の見直しを踏

まえた見直しを実施していない地方公共団体においては、速やかに国に準じ

て見直すとともに、退職時の特別昇給を廃止していない団体においては、早

急に是正措置を講じられたい。

職員に対する福利厚生事業については、点検・見直しを行い、適正に事業

を実施することとし、住民の理解が得られるものとなるよう、職員互助会へ

の補助についても見直しを図られたい。

なお、給与及び定員管理の状況の公表については、平成１８年３月から運

用開始している給与情報等公表システムについて、住民等が団体間の比較分

析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底されたい。

職員の人材育成については、能力・実績を重視した新しい人事評価システ

ムの導入が求められており、公正かつ客観的な人事評価システムの構築に早

急に取り組まれたい。

４ 一部の地方公共団体においては、不適正な財務処理や公金の取扱い及び予

算における不適正な執行等が問題となっているが、「地方行政及び地方公務

員に対する信頼の回復について」（平成１８年１１月７日付け総務事務次官

通知）において既に通知しているとおり、関係法令に則り適正に行うよう特

に留意されたい。

５ 各地方公共団体においては、自らの財政状況を分析し、事務事業の見直し、

歳出全般の効率化と財源配分の重点化を図るとともに、財政健全化のための

計画を策定するなど自主的かつ主体的に財政構造の改善を図られたい。
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６ 「地方行革新指針」に基づき、公会計の整備については、原則として国の

作成基準に準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸

借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４表の

整備を標準形とし、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースでの

整備の推進に取り組まれたい。また、資産・債務管理については、財務書類

の作成・活用等を通じて資産・債務に関する情報開示と適正な管理を一層進

めるとともに、国の資産・債務改革も参考にしつつ、未利用財産の売却促進

や資産の有効活用等を内容とする資産・債務改革の方向性と具体的な施策を

策定されたい。

７ 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示を進められたい。ま

た、「団体間で比較可能な財政情報の開示について」（平成１７年６月２２

日付け自治財政局長通知）に基づき、平成１８年３月より「財政比較分析表」

を作成・公表しているところであるが、こうした取組みをさらに進め、公会

計の整備を図ることと併せ、団体間で比較可能な財政情報の開示を一層推進

されたい。

８ 再建法制の見直しについては、「新しい地方財政再生制度研究会」におい

て平成１８年１２月８日に報告書がとりまとめられ、フロー・ストックに係

る財政指標の整備と情報開示の徹底、財政悪化を早期に防止する早期是正ス

キームの導入、早期是正段階より財政悪化した場合の再生スキームの構築等

が提言された。これを踏まえ、平成１９年の通常国会に地方公共団体の財政

の健全化のための新しい法案を提出する予定であるので留意されたい。

なお、こうした状況を踏まえ、新制度への対応も視野に入れた地方公共団

体の財政情報の開示の取組みについての要領を別途示すので、これに沿って

取り組まれたい。

９ 地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体に対

し、「頑張る地方応援プログラム」により、地方交付税等の支援措置を次の

とおり講じることとしている（交付税措置額３，０００億円程度（平成１９

年度２，７００億円程度））。

また、地方公共団体が独自のプロジェクトを策定する場合には、具体的な

成果目標を掲げるとともに、同プロジェクトを住民に公表されたい。なお、
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当該プロジェクトについては、総務省ホームページ上で公表することとして

いる。

(1) 市町村がプロジェクトに取り組むための経費について、所要の特別交付

税措置を講じることとしていること（５００億円程度）。

(2) 製造品出荷額、出生率等の成果指標を普通交付税の算定に反映させるこ

ととしていること（２，２００億円程度）。

(3) 経済産業省が検討中の「地域産業活性化法（仮称）」等に基づき、企業

立地促進に係る地方交付税措置（減収補てん措置及び地方税増収分の一部

を特別交付税において財政需要として算定）を講じることとしていること

（３００億円程度）。

(4) 地方公共団体のプロジェクトに対して、情報通信関係施策のほか、関係

各省（農林水産省、経済産業省、国土交通省）と連携を図り、都市と農山

漁村の共生・対流、企業立地促進、観光振興・交流などの施策に関し、補

助事業の優先採択等について配慮を行うこととしていること。

10 公債費負担対策

徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営

健全化計画を策定し、行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、平

成１９年度から３年間で５兆円規模の公的資金（財政融資資金、簡保資金、

公営公庫資金）の繰上償還（補償金なし）等を行い、高金利の地方債の公債

費負担を軽減する措置を講ずることとしている。

(1) 政府資金の繰上償還

平成１９年度から平成２１年度までの間において、普通会計債及び公営

企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院に限る。）の５％以

上の金利の地方債を対象として、金利段階に応じ、市町村合併や財政力、

公債費、公営企業資本費等の状況に基づいて段階的に対象団体を設定し、

３兆８，０００億円程度以内の政府資金の補償金なし繰上償還措置を行う

こととしていること（財政融資資金３兆３，０００億円程度以内、平成２０

年度及び平成２１年度において簡保資金５，０００億円程度以内）（財政

力指数１．０以上の団体を除く。）。
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(2) 公営企業金融公庫資金の繰上償還及び公営企業借換債

平成１９年度から平成２０年度の公営企業金融公庫の廃止までの間にお

いて、公営企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄に限る。）の５

％以上の金利の地方債を対象として、金利段階に応じ、市町村合併や公営

企業資本費等の状況に基づいて段階的に対象団体を設定し、１兆２，０００

億円程度の公営企業金融公庫資金の補償金なし繰上償還又は公営企業借換

債の措置を講ずることとしていること（うち平成１９年度繰上償還４，

０００億円程度、公営企業借換債２，０００億円）。

(3) その他

(1)及び(2)の繰上償還については、その財源として、必要に応じ民間等

資金による借換債を発行できることとしていること。

11 市町村合併については、平成１１年３月３１日に３，２３２であった市町

村数が、本年３月３１日には１，８０４となる見込みであり、相当の進展を

見たところであるが、都道府県ごとの進捗状況には差異が見られる。

このため、「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成１６年法律第

５９号。以下「合併新法」という。）に基づき、引き続き自主的な市町村合

併を積極的に推進するとともに、市町村合併支援プランに基づき、所要の地

方財政措置等を講じ、合併した市町村の新しいまちづくりを支援することと

しているので、各種支援等の積極的な活用を図られたい。また、都道府県に

おいても、市町村合併の推進に関する構想の策定など、引き続き市町村合併

を積極的に推進されたい。

12 国民健康保険制度の財政基盤の強化等

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成１７年度に決定された

医療制度改革大綱や、健康保険法等の改正などを踏まえ、国民健康保険に対

して、財政基盤の強化のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 都道府県が、市町村の国保財政安定のために必要な取組等に対し交付す

る都道府県調整交付金（給付費等の７％（５，１０２億円））については、

引き続き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 保険料軽減制度については、国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観

点から、引き続き、その所要額（３，８９９億円（都道府県３／４、市町
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村１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 以下の制度については、平成１７年１２月１８日の総務・財務・厚生労

働３大臣合意に沿って、平成２１年度までの暫定的な措置として、引き続

き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

① 保険者支援制度（８７５億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

② 高額医療費共同事業（１，９６４億円（国１／４、都道府県１／４、

市町村国保１／２））

③ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

(4) 以上のほか、医療制度改革の一環として、特に生活習慣病予防のための

取組体制の充実を図る必要があることから、健康寿命の延長・生活の質の

向上を目標とした健康づくりや疾病予防を推進するため、地方公共団体に

おける生活習慣改善に向けた普及啓発等の取組に対して、引き続き地方交

付税措置を講じることとしていること。

(5) なお、医療制度改革に伴う以下の取組に係る経費について、平成１９年

度から所要の地方交付税措置を講じることとしていること。

① 平成２０年度から実施する後期高齢者医療制度において、実施主体で

ある広域連合に対する分担経費及び市町村の施行準備に要する事務経費

② 都道府県における医療費適正化計画の策定及び医療機関の医療機能に

関する情報を住民にわかりやすく提供する事業等に要する経費

(6) また、後期高齢者医療制度については、広域連合において平成１９年度

中に保険料率の設定等を行う必要があり、平成２０年度からの制度の円滑

な施行に向けて遺漏のないようにされたいこと。

13 投資的経費に係る地方単独事業については、前年度の額に比して１４．９

％の減となっているが、かい離是正分を除いた場合は３．０％の減であり、

地方公共団体の予算編成に当たっては、この増減率を参考として、地域の実

情に即して、生活関連基盤の整備や地域経済の振興等に必要な事業を実施さ

れたい。

14 地域再生関連対策、地域を支える人づくり事業、地域文化振興対策、科学

技術振興対策、地域情報化推進事業、わがまちづくり支援事業、地域経済新
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生事業、特定地域経済活性化対策、中小企業金融対策、中心市街地再活性化

特別対策事業、農山漁村地域活性化対策、森林・林業振興対策、教育情報化

対策、教育教材の整備推進、生活交通確保対策、観光立国推進対策、国際化

推進対策、治安維持特別対策、共生のまちづくり推進、介護保険制度支援対

策、地域環境保全・創造対策、国土保全対策、防災対策事業、国民保護対策

及び新型インフルエンザ対策については、引き続き地方交付税等による措置

を講じることとしている。なお、以下の点に留意されたい。

(1) 「地域情報化推進事業」については、「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年

１月１９日ＩＴ戦略本部策定）において掲げられた「申請・届出等手続に

おけるオンライン利用率を２０１０年度までに５０％以上とする」という

目標の達成に向け、申請・届出等手続のオンライン化及びオンライン利用

促進に積極的に取り組まれたい。また、安全・安心なＩＣＴ社会を目指す

ため、必要に応じ情報セキュリティポリシーの見直しを図る等、情報セ

キュリティ対策の水準を強化するとともに、住民基本台帳ネットワークシ

ステム、住民基本台帳カード及び公的個人認証サービス等を活用した電子

自治体の実現に向けて、積極的に取り組まれたい。

(2) 「農山漁村地域活性化対策」のうち、国の施策に応じて行う「農地・水

・環境保全向上対策」については、平成１９年度から地方交付税措置を講

じることとしている。

(3) 「森林・林業振興対策」のうち、「森林整備地域活動支援」について

は、制度見直しを行った上で、平成２３年度までの延長措置が講じられた

ことから、国の施策に合わせ、地方単独事業に要する経費に対し、引き続

き地方交付税措置を講じることとしている。

(4) 「教育情報化対策」のうち、教員が校務処理に使用するコンピュータを

整備するために必要な経費については、平成１９年度から新たに地方交付

税措置を講じることとしている。

(5) 「教育教材の整備推進」のうち、図書整備については、平成２３年度ま

でに学校図書館図書標準の標準冊数を整備することを目標に、老朽化・陳

腐化した図書の更新に要する経費も含めた新学校図書館図書整備５か年計

画が策定されたことを踏まえ、計画的な学校図書整備に必要な経費につい
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て地方交付税措置を講じることとしている。

15 ふるさと融資制度については、離島地域及び特別豪雪地帯における融資比

率の引上げ及び融資限度額全体の引上げの特例措置を、一部の地域の融資限

度額の見直しを行った上で平成２０年３月３１日まで延長することとしている。

16 排他的経済水域における直轄漁場整備事業の創設に伴い必要となる地方負

担については、平成１９年度から地方財政措置を講じることとしている。

17 直轄高速道路の管理に伴い必要となる地方負担について、維持管理費につ

いては地方交付税措置を講じるとともに、修繕費については建設費と同様の

地方財政措置（地方債及び地方交付税による措置）を講じることとしている。

18 国土交通省が平成１９年の通常国会に提出予定である「地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律案（仮称）」に基づく地域公共交通活性化・再生

対策として、市町村における「地域公共交通総合連携計画（仮称）」の策定

に要する経費について地方交付税措置を講じるとともに、同計画に位置付け

られた民間交通事業者によるＬＲＴ整備、コミュニティバス車両購入等への

助成に要する経費について地方債の特例措置を講じることとしている。

19 「特別支援教育の充実」として、学校教育法の改正を踏まえ、小中学校に

おけるＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）等の障害のある

児童生徒に対する教育体制の充実のため、２年間でおおむね全小中学校に特

別支援教育支援員を配置できるよう、平成１９年度においては約２１，０００

人（平成２０年度は約３０，０００人を予定）の配置に要する経費について

地方交付税措置を講じることとしている。

20 「医師確保対策」として、地域の医師不足等が深刻である状況を踏まえ、

地域医療対策協議会の開催や卒後一定期間地元の医療機関で医療に従事する

ことを条件とする都道府県の奨学金貸与事業、医師不足病院等における地域

の開業医の活用等による医師確保支援事業に要する経費について、平成１９

年度から地方交付税措置を講じることとしている。

21 「子育て支援事業」については、「新しい少子化対策について」（平成

１８年６月少子化社会対策会議決定）等を踏まえ、児童虐待防止対策の重点

的な取組や妊産婦健診費用の助成拡充、地域における子育て力の強化等、地

方公共団体が地域の実情に応じて実施する総合的な少子化対策事業に要する
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経費について、地方交付税措置を拡充することとしている。

22 「石綿健康被害救済対策」として、都道府県が「石綿による健康被害の救

済に関する法律」（平成１８年法律第４号）第３１条第１項の規定に基づく

石綿健康被害救済基金に対して、救済給付の支給に要する費用に充てるため

に拠出する資金については、平成１９年度から地方財政措置を講じることと

している。

23 平成１８年６月に成立した「消防組織法の一部を改正する法律（平成１８

年法律第６４号）」の施行に伴い、都道府県は消防広域化推進計画を定め、

また、広域化対象市町村は広域消防運営計画を作成して、自主的な市町村の

消防の広域化を推進することとされたが、このような取組を支援するため、

「消防広域化支援対策」（仮称）として、これらの計画作成に係る経費及び

消防の広域化に伴って必要となる経費に対して、地方財政措置を講じること

としている。

24 「防災拠点施設の耐震診断促進事業」として、防災の拠点となる公共施設

の耐震診断に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしている。

これを踏まえ、地域の防災対策の推進と安心・安全の確保に資するため、

防災の拠点となる公共施設の耐震化をより一層推進されたい。

25 「石油コンビナート等災害防止法」の一部改正に基づく、大容量泡放射シ

ステムの配備に伴う新たな広域的な防災体制の整備や科学的知見に基づく防

災アセスメントの実施等の経費について、地方交付税措置を講じることとし

ている。

これらを踏まえ、石油コンビナート等防災計画を平成２０年１１月末まで

に改正するよう、所要の準備を進められたい。

26 ＰＦＩ事業は、効率的かつ効果的に公共施設を整備し、質の高い公共サー

ビスを提供する上で有効な手法であるので、「地方公共団体におけるＰＦＩ

事業について」（平成１２年３月２９日付け自治事務次官通知）及び「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づいて地方

公共団体が実施する事業に係る地方財政措置について」（平成１２年３月２９

日付け自治省財政局長通知）を参考として、適切な需要見通しを行うなど事

業の安定性の確保に留意しつつ、その積極的な活用に努められたい。



- 20 -

27 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分については、「平成１９年

度地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）により別途通知する

こととしているが、その適正な運用に努め、地方公営企業がその本来の在り

方に即した健全な経営を行いうるよう配慮されたい。

28 地方公営企業は、住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを

提供する役割を果たしてきたが、将来にわたってその本来の目的である公共

の福祉を増進していくため、「新地方行革指針」､「地方行革新指針」､「行

革推進法」及び「地方公営企業の経営の総点検について」（平成１６年４月

１３日付け総務省自治財政局公営企業課長通知）の趣旨等を踏まえ、特に次

の事項に留意し、さらなる経営改革に積極的に取り組まれたい。

(1) まず、現在地方公営企業が供給しているサービス自体の必要性について

検討すること。次に、サービス自体が必要な場合であっても、地方公営企

業として実施する必要性について十分検討し、特に公共性の確保等の意義

が薄れている場合には、民間への事業譲渡等について検討すること。

(2) 事業を継続する場合であっても、公の施設の指定管理者制度、地方独立

行政法人制度、ＰＦＩ事業、民間委託等の民間的経営手法の導入を促進す

ること。また市場化テストの積極的な活用に取り組むこと。

(3) より一層計画性・透明性の高い企業経営を推進するため、中期経営計画

の策定、業績評価の実施、積極的な情報開示に取り組むこと。

特に情報開示に当たっては、人件費、料金水準等について類似団体や民

間企業の対応するデータを添えるなど、住民が理解、評価しやすいように

工夫をこらすこと。

(4) 企業職員の給与については、平成１８年度から実施している給与構造改

革、地域民間給与の更なる反映、特殊勤務等諸手当等の是正の趣旨にかん

がみ、給与の見直しを速やかに実施すること。また、定員管理については、

「新地方行革指針」及び「地方行革新指針」を踏まえた真摯な取組により、

定員の純減に努めること。

なお、専門的見地から経営の助言を行う経営アドバイザー派遣事業につ

いては、引き続き実施することとしているので、積極的に活用されたいこと。

29 地方独立行政法人、地方公社や第三セクター等の運営に当たっては、「行
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政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）、「行革推進法」、

及び「地方行革新指針」を踏まえ、その人員や給与に関する情報を住民に分

かりやすく開示させ、改革の取組を促されたい。特に、行革推進法第５７条

に基づき、地方独立行政法人、地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開

発公社並びに地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４

分の１以上を出資している法人に対しては、その職員数及び職員の給与に関

する情報を公開するよう要請されたい。

また、地方公社及び第三セクター等については、「地方行革新指針」を踏

まえ、人件費抑制・随意契約の見直し等に向け取組を進められたい。

30 第三セクターに関しては、「第三セクターに関する指針」（平成１５年

１２月１２日付け総務省自治財政局長通知）の趣旨を踏まえ、外部の専門家

による監査を活用する等監査体制の強化を図ること、政策評価の視点も踏ま

え、点検評価の充実、強化を図ることのほか、積極的かつ分かりやすい情報

公開に努めるとともに、完全民営化を含めた既存団体の見直しを一層積極的

に進められたい。さらに、経営状況が深刻であると判断される場合には、問

題を先送りすることなく、経営悪化の原因を検証し、債権者等関係者とも十

分協議しつつ、経営改善策の検討を行い、その上で、経営の改善が極めて困

難と判断されるものについては、法的整理の実施等について検討されたい。

この場合、地方公共団体は、出資の範囲内の負担、損失補償契約等に基づく

負担を負うのが原則であり、過度の負担を負うことのないように留意された

い。

また、新たな第三セクターの設立に当たっては、事業の必要性、公共性、

採算性等その意義及び行政関与の必要性について十分な検討を行うとともに、

民間との競合関係にも留意の上、慎重に検討されたい。

なお、第三セクターの債務に係る損失補償契約等の債務負担行為の設定は

将来の財政運営への影響を考慮し、特に慎重に対処されたい。

31 土地開発公社の運営に当たっては、「「公有地の拡大の推進に関する法律

の施行について（土地開発公社関係）」の改正について」（平成１２年４月

２１日付け建設省建設経済局長、自治大臣官房総務審議官通知）等を踏まえ、

次の点に留意されるとともに、土地開発公社の状況を踏まえつつ、その在り
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方について抜本的な検討を行われたい。

(1) 新たな土地の取得については土地利用計画等を慎重に検討し、土地開発

公社が現に保有している土地については事業計画の見直し等を含めて処分

の促進に努め、特に保有期間が長期にわたる土地については、処分を積極

的に行うこと。また、土地取得手続の適正化や金利の低減、積極的な情報

公開等に努めること。

(2) 「土地開発公社経営健全化対策について」（平成１６年１２月２７日付

け総務事務次官通知）に基づき、公社経営健全化団体が指定され、健全化

のための取組みが行われているところであるが、その他の地方公共団体に

ついても、より一層の土地開発公社の経営の健全化に取り組まれたいこと。

(3) 地方公共団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得す

ることなく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり

繰り延べることは、不適切な財政運営であることから、可及的速やかにそ

の改善を図ること。

第４ 歳入

１ 地方税

地方税については、次の諸点に留意するとともに、課税客体、課税標準等

の的確な把握、着実な滞納整理を図り、徴収の確保に努められたい。

(1) 平成１９年度の地方税制改正による増減収額と国の税制改正に伴う増減

収額とを合わせ、平成１９年度の税制改正による減収額を３６２億円と見

込んでいること。

(2) 平成１９年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、５兆４，７４５億円、１５．７

％増の４０兆３，７２８億円（道府県税にあっては２２．２％の増、市町

村税にあっては１０．５％の増）になるものと見込まれること。

主要税目では、道府県民税のうち所得割９１．４％の増、法人税割２９．６

％の増、利子割５９．１％の増、法人事業税１６．５％の増、地方消費税

０．３％の減、市町村民税のうち所得割２１．３％の増、法人税割３０．９

％の増、固定資産税（交・納付金を除く。）２．２％の増となる見込み
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であること。

なお、この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、

地域における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見

積りを行う必要があること。

(3) 平成１９年に行われる３兆円規模の所得税から個人住民税への税源移譲

は、地方分権・三位一体改革の一環として行われるものであり、税源移譲

によっては基本的に、①納税者の多くは、平成１９年１月から所得税が減

少し、同年６月から減少相当分だけ住民税が増加すること、②所得税と住

民税の合計額は、税源移譲前後で変わらないことを中心に納税者に対する

周知徹底に努められたいこと。

(4) 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、対象事業に要する費用を賄うためその必要とされる範囲につい

て検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切な対応を行う必要があ

ること。

また、本税の目的税としての性格にかんがみ、都市計画税収の都市計画

事業費への充当について明示することにより、都市計画税収の使途を明確

にすべきものであること。

(5) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税である。このことから、入湯税収の具体的事

業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるいは説明資料等

において明示することにより、入湯税収の使途を明確にすべきものである

こと。

２ 地方譲与税

地方譲与税の収入見込額は、７，０９１億円（前年度比３兆２３３億円、８１．

０％減）であり、その内訳は、道路譲与税３，０７２億円（同３８億円、１．２

％減）、石油ガス譲与税１４０億円（同２億円、１．４％減）、航空機燃料

譲与税１６７億円（同９億円、５．７％増）、自動車重量譲与税３，５９９

億円（同１０８億円、２．９％減）及び特別とん譲与税１１３億円（前年度
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同額）となっている。

なお、所得譲与税（前年度３兆９４億円）は、所得税から個人住民税への

税源移譲に伴い、平成１８年度をもって廃止することとしている。

３ 地方特例交付金等

地方特例交付金等の収入見込額は、総計で３，１２０億円で、前年度に比

し、５，０４０億円、６１．８％の減となっている。

なお、平成１９年度においては、児童手当における制度拡充に伴う地方負

担の増加について地方特例交付金（児童手当特例交付金）で措置するととも

に、減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されることに伴う経

過措置として特別交付金を交付することとしている。

(1) 地方特例交付金

地方特例交付金の総額は、平成１８年度における児童手当の制度拡充に

伴う地方負担の増加に対応するために必要な６５０億円と平成１９年度に

おける制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するために必要な４７０億円

を合算した１，１２０億円であること。

なお、平成１９年度における制度拡充に伴う地方負担の増加に対応する

４７０億円については、都道府県と市町村にそれぞれ総額の２分の１の額

を児童手当引き上げ対象児童数を基礎として交付することとしていること。

また、平成１８年度における制度拡充に伴う地方負担の増加に対応する

６５０億円については、児童手当の支給対象となる小学校４年生から６年

生までの児童の数を基礎として交付することとしていること。

(2) 特別交付金

特別交付金については、地方税収の動向を踏まえ、総額を変えない範囲

で、平成１９年度及び平成２０年度とされていた交付期間を平成２１年度

まで延長することとしていること。

なお、都道府県分の特別交付金については、普通交付税の交付、不交付

の見込みの別に算定した平成１９年減収見込額を基礎として交付すること

としていること。

４ 地方交付税

平成１９年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及
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び酒税の３２％相当額、法人税の３４％相当額、消費税の２９．５％相当額

及びたばこ税の２５％相当額の合計額１４兆６，１９６億円（平成９年度及

び１０年度に係る精算額のうち平成１９年度精算額８７０億円を減額した後

の額）であり、前年度当初に比し８，７７１億円、６．４％増となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計に

おける剰余金等２，１５３億円及び前年度からの繰越分１兆５，２０８億円

を加算し、交付税特別会計借入金に係る償還額５，８６９億円及び利子支払

額５，６６１億円を減額した１５兆２，０２７億円であり、前年度に比し７，

０４６億円、４．４％の減となっている（別添資料第５）。

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いるこ

とにより、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

留意すべきである。

(1) 基準財政需要額

ア 「基本方針２００６」に沿って、平成１９年度より簡素な新しい基準

による基準財政需要額の算定（いわゆる新型交付税）を導入することと

していること。

その導入に伴う変動額については、人口規模や土地の利用形態による

コスト差を反映するとともに、新たに設ける地域振興費（仮称）におい

て条件不利地域等の財政需要に対応することにより、最小限にとどめる

こととしていること。

イ 「頑張る地方応援プログラム」における地方交付税措置として、製造

品出荷額、出生率等の成果指標を地方交付税の算定に反映させることと

していること。

なお、行革インセンティブ算定については、「頑張る地方応援プログ

ラム」の地方交付税措置の一環として、引き続き実施することとしてい

ること。

ウ 都道府県分について、旧「企画振興費」に適用していた密度補正（外

国青年招致人員数等）を廃止するとともに、市町村分について、「商工

行政費」の密度補正（商工業従事者数）及び旧「その他の土木費」に適
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用していた投資態容補正（昼間人口）を廃止することとしているほか、

最近の決算の状況等を踏まえ、引き続き普通態容補正の個別係数を縮減

することとしていること。

エ 引き続き、基準財政需要額の一部を臨時財政対策債に振り替える措置

を講じることとしていること。

また、三位一体の改革により税源移譲することとされた国庫補助負担

金分については、前年度と同様に基準財政需要額に算入することとして

いること。

なお、施設整備費の一般財源化に伴い充当された特別の地方債の元利

償還金については、平成１９年度より基準財政需要額に１００％算入す

ることとしていること。

また、平成１７年の国勢調査結果の公表に伴い、人口（確定値）、

６５歳以上人口、７５歳以上人口、都市計画区域人口、世帯数等を最新

の数値に置き換えることとしていること。

その他、基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費の

ウェイト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じるものと見込

まれること。

(2) 基準財政収入額

ア 税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政

運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う影響分を当面１００

％算入することとしており、平成１９年度は、所得税から個人住民税へ

の税源移譲相当額及び地方特例交付金がその対象となるものであること。

イ 一般的に、道府県分にあっては道府県民税所得割及び法人関係税の増

が見込まれ、市町村分にあっては、市町村民税所得割及び法人税割の増

が見込まれること。

ウ 基準財政収入額の見積もりに当たっては、前年度の実績値を基礎数値

として用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算され

ることとなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、

過少に見積もることのないようにすること。

エ 法人関係税、住民税利子割（利子割交付金を含む。）、住民税所得割
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（分離譲渡所得分）及び特別とん譲与税については精算措置を講じるこ

ととしているが、法人関係税及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）

の減収額を対象に減収補てん債を発行する場合には、減収補てん債発行

額は精算措置の対象額から除くこととしていること。

(3) 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財政

対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成１８年度に比し、

簡素な新しい基準及び地域振興費（仮称）で算定することとなる経費（事

業費補正を除く。）にあっては、道府県分０．０％程度、市町村分０．０

％程度、その他の経費（公債費及び事業費補正を除く。）にあっては、道

府県分３．０％程度、市町村分３．０％程度の減と見込まれること。

(4) 前年度に引き続き臨時財政対策債の発行に伴い、２兆６，３００億円を

基準財政需要額から控除することとしていること。

なお、臨時財政対策債への振替方法については、臨時財政対策債への振

替を考慮せずに算出した基準財政需要額の総額から、別途算出した臨時財

政対策債振替相当額を差し引く方法とすることとしていること。その際、

臨時財政対策債振替相当額は、人口を測定単位とし、平成１８年度の臨時

財政対策債振替相当額を算出した際に用いた補正係数を基礎として算出す

ることとしていること。

(5) 平成１９年度の特別交付税の総額は、平成１８年度に比し４．４％の減

となっているので、予算計上に当たっては、過大に計上することのないよ

う慎重に見積もること。

特に、平成１８年度において、災害対策及び合併関連経費等年度によっ

て激変する項目により多額の交付を受けている地方公共団体にあっては、

これらの事由による減少についても確実に見込むこと。

５ 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した金額を把握すること

は困難であるが、地方財政計画上０．３％程度の減になるものと見込まれる。

また、平成１９年度における各種交付金の計上額は、別添資料第６のとお

りであり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積
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もること。

６ 地方債

平成１９年度の地方債計画（別添資料第７）は、地方公共団体が当面する

政策課題に重点的・効率的に対応しうるよう、公的資金の重点化と地方債資

金の市場化を一層推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ることとして策

定している。

その総額は、１２兆５，１０８億円となり、前年度に比し１兆４，３５８

億円、１０．３％の減となっている。

このうち、普通会計分は９兆６，５２９億円で、前年度に比べて１兆１，

６４５億円、１０．８％の減となっており、公営企業会計等分は２兆８，

５７９億円で、前年度に比べ２，７１３億円、８．７％の減となっている。

その主な内容は、次のとおりである。

(1) 地方財源の不足に対処するため、「地方財政法」第５条の特例として臨

時財政対策債を２兆６,３００億円計上していること。

なお、資金については、原則として市町村について政府資金を配分する

こととし、７，８９０億円を確保していること。

(2) 地方一般財源の不足に対処するため、一般公共事業債、学校教育施設等

整備事業債、一般廃棄物処理事業債、地域活性化事業債及び臨時地方道整

備事業債の一部に係る充当率の臨時的引上げ等により財源対策債として１

兆５，９００億円を計上していること。なお、これは個別の地方公共団体

の財政措置に不均衡が生じないよう調整を図るための調整分を含めて計上

しているものであること。

(3) 国庫補助負担金改革における施設整備費に係る国庫補助負担金の一般財

源化を踏まえ、地方公共団体において引き続き必要な施設整備事業を円滑

に実施できるよう、引き続き施設整備事業（一般財源化分）７００億円を

計上していること。

(4) 団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するた

め、将来の人件費の削減に取り組む地方公共団体を対象に、退職手当債５，

９００億円を計上していること。

(5) 集中改革プラン等に基づき数値目標を設定・公表して計画的に行政改革
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を推進し、財政の健全化に取り組んでいる地方公共団体について、通常の

地方債に加え、行政改革の取組により将来の財政負担の軽減が見込まれる

範囲内において、さらに行政改革推進債を充当することができることとし、

３，０００億円を計上していること。

(6) 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号。以下、

「旧合併特例法」という。）の下で合併した市町村を支援するため、合併

市町村が公共施設の整備等を計画的に実施できるよう、引き続き合併特例

債及び合併推進債の所要額を計上していること。

また、合併新法の下で、都道府県の構想に位置付けられた市町村合併を

支援するため、当該市町村の合併に伴い特に必要となる事業について、引

き続き、合併推進債の対象とすることとし、所要額を計上していること。

なお、合併特例債により積み立てられた旧合併特例法第１１条の２第１

項第３号に規定する基金の取崩しは、積立てのために特例的に認められた

合併特例債の性格にかんがみ、当該積立てのために発行された合併特例債

の元金償還が終わった額の範囲内で、取り崩すことが可能なものであるこ

と。

(7) 辺地とその他の地域の格差是正を図り、また、過疎地域の自立促進のた

めの施策を推進するため、辺地及び過疎対策事業債の所要額を確保してい

ること。特に、過疎対策事業債については、ほぼ前年度並みの所要額を確

保し、過疎地域の自立促進に資する効果的なプロジェクト等を重点的に支

援していくこととしていること。

(8) 地方債資金については、郵政民営化に伴い郵政公社資金を廃止するとと

もに、行革推進法に基づく資産債務改革、特別会計改革、政策金融改革な

どの動向を踏まえ、都道府県及び政令指定都市を中心に、市場公募地方債

による市場化の一層の推進を図るとともに、行革推進法と郵政民営化法第

１８２条を踏まえ、公的資金の縮減・重点化を引き続き図りつつ、所要の

公的資金を確保することとしている。

この結果、平成１９年度地方債計画における地方債資金については、政

府資金（財政融資資金）３兆２，８００億円（政府資金前年度比５，７００

億円、１４．８％減、地方債計画中の構成比２６．２％、財政融資資金前
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年度比９００億円、２．７％減、地方債計画中の構成比２６．２％）、公

営企業金融公庫資金１兆３，５００億円（前年度比５６０億円、４．０％

減、地方債計画中の構成比１０．８％）及び民間等資金７兆８，８０８億

円（前年度比８，０９８億円、９．３％減、地方債計画中の構成比６３．０

％）となっていること。

また、民間等資金の内訳は、市場公募資金３兆４，０００億円（前年度

比１，０００億円、２．９％減、地方債計画中の構成比２７．２％）、銀

行等引受資金４兆４，８０８億円（前年度比７，０９８億円、１３．７％

減、地方債計画中の構成比３５．８％）となっていること。

(9) 民間資金の調達に当たっては、市場公募化の一層の推進、証券発行方式

の活用、満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、償還期

間の多様化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化に

努められたいこと。特に、証券発行方式の地方債を発行している地方公共

団体で未だ振替制度へ移行していない団体にあっては、平成２０年１月６

日以降は公共法人等の非課税措置等の税制上の優遇措置が振替地方債にの

み認められること等を踏まえ、原則として一般債振替制度への円滑かつ早

急な移行を図られたいこと。

なお、平成２０年１月１日以降において、非居住者又は外国法人が支払

を受ける振替地方債の利子については、振替国債と同様に、非課税適用申

告書の提出等を要件として、所得税又は法人税を課さないこととし、源泉

徴収を免除する税制上の特例措置を講ずる予定であること。このため、振

替地方債を発行している地方公共団体にあっては、当該特例措置の創設に

際し、関係機関との連携や体制の整備等に努められたいこと。

(10)全国型市場公募債については、既発行団体にあっては発行規模の拡大に

努めるとともに、全都道府県及び政令指定都市が全国型市場公募債を発行

することを目指す観点から、未発行団体にあっては積極的にその発行を検

討されたいこと。

また、中核市、特例市はもとより、その他の市町村においても、地域住

民の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及び資金調達手法の

多様化を図る趣旨から推進している「住民参加型市場公募債」の発行に積
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極的に取り組まれたいこと。

なお、市場公募債の発行形式については、それぞれの地方公共団体が自

ら交渉して、自主的に条件を決定することが基本的な姿であることを踏ま

え、適切な条件決定方式を選択して発行すること。

平成１９年度においては、新たに３団体が全国型市場公募債を発行する

予定であるとともに、住民参加型市場公募債については、発行団体１３０

団体程度、３，５００億円程度の発行が予定されていること。

(11)発行単位の大型化による安定的かつ有利な資金調達を図るため、「地方

財政法」第５条の７の規定に基づく全国型の共同発行市場公募債について

は平成１９年度において発行規模１兆２，０００億円程度、２８団体を予

定していること。なお、全国規模の共同発行に限らず、近隣地方公共団体

間や都道府県・市町村間など様々な形の共同発行の推進に努められたいこと。

(12)地方債に関しては、ＢＩＳ（国際決済銀行）規制上のリスク・ウェイト

が国債と同様ゼロとされているところであるが、平成１９年３月末のＢＩＳ

によるバーゼルⅡ発効後についても、「銀行法第１４条の２の規定に基づ

き、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であ

るかどうかを判断するための基準」（平成１８年３月２７日金融庁告示第

１９号）等に基づき、信用リスクの標準的手法において、国債と同様、地

方債は引き続きリスク・ウェイトがゼロとされていること。

(13)それぞれの地方公共団体において財政健全性を維持するための取組を行

っていること、上記(12)のとおりＢＩＳ規制上リスク・ウェイトがゼロと

されていること等について、地方債の市場化の推進に対応し、住民及び市

場関係者の一層の理解を得られるよう、積極的にＩＲ活動（投資家・金融

機関等への説明）等情報提供を行われたいこと。

(14)公共事業の見直しや公共施設の目的外転用に伴い必要となる財政融資資

金等の繰上償還を行う場合には、一定の要件のもとで民間等資金による借

換債を認めることとしていること。

(15)中長期的な視点に立った計画的な財政運営に資するため、将来にわたる

地方債の発行計画及び償還計画を策定するなど、総合的な地方債管理に努

められたいこと。
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(16)施設の耐用年数に比して著しく地方債の償還期間が短いこと等により、

公債費が急増している地方公共団体も見受けられるので、公債管理に当た

っては、適切な地方債の償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準

化に十分留意されたいこと。

なお、やむを得ず、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、

借換えにより対処することを原則とすべきであり、償還期間を延長する等

借入条件を変更することは、市場関係者に対して債務の繰り延べとの印象

を与えかねないため、慎まれたいこと。

７ 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、対象事務の見直しを図り

つつ、住民負担の公平確保の観点と受益者負担の原則に立脚し、関係事務費

の動向に即応して常に見直しを行い、その適正化を図られたい。

なお、平成１９年度においては、地方財政計画及び地方交付税の単位費用

の算定基礎において、公立の高等学校授業料及び幼稚園保育料を引き上げる

こととしている（別添資料第８）。

第５ 歳出

１ 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項に留意し、定員管理及び給与水準の適

正化等により、その抑制に特段の努力をされたい。

(1) 各地方公共団体においては、抜本的な事務・事業の整理、組織の合理化

に努めるとともに、積極的な民間委託等の推進、任期付職員制度の活用、

ＩＣＴ化の推進、公共施設の効率的な配置等の取組により、適正な定員管

理を一層推進し、集中改革プランにおける定員管理の数値目標の着実な達

成に向け、定員の純減に努められたいこと。

なお、国の法令による定員配置の基準を超えて職員配置をしている場合

にあっては、当該法令の趣旨等を踏まえて、定員の適正化を図るなど、適

切に対処されたいこと。

(2) 地方財政計画上の職員数については、「基本方針２００６」における５

年間で５．７％の定員純減目標のうち、純減を各年度均等に行うとした場
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合の一年分に相当する定員純減数２９，３５８人及び退職者見込みが今後

５年間のうちで前半年度に偏ると見込まれることを踏まえた純減前倒し分

５，０００人の計３４，３５８人の純減としていること。

(3) 義務教育諸学校及び公立高等学校（特別支援学校高等部を含む。）の教

職員については、地方財政計画上、児童生徒数の減少等に伴い、それぞれ

７２２人、３，００５人の減員を見込んでいること。

公立大学、公立幼稚園の教員については、地方財政計画上、３，６８１

人の減員（大学独立法人化による教員数の減員３，４６６人を含む。）を

見込んでいること。

(4) 一般職員（教員、警察官、消防職員及び警察事務職員等を除く職員。）

については、地方財政計画上、２８，３３０人の減員を見込んでいること。

(5) 警察官については、地方財政計画上、現下の治安状況を勘案し、警察組

織の徹底的な合理化が進められることを前提に、３，０００人の増員を行

うこととしていること（別途、平成９年度に措置された臨時増員分が平成

１８年度で終了することに伴い１，５１２人の減員がある。）。また、警

察事務職員については、１０８人の減員を見込んでいること。

(6) 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第９のとおり改定さ

れる予定であること。

(7) 団塊の世代の大量定年退職等に対処するため、地方財政計画上の退職手

当を前年度に比し１６．５％増の２兆３，８００億円程度計上することと

していること。

(8) 平成１９年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしているので留意されたいこと。

(9) 地方財政計画上の給料単価等の積算に当たって、平成１７年人事院勧告

の給与構造改革と同様の見直しに加え、「基本方針２００６」に沿って、

地域民間給与の更なる反映、期末勤勉手当の支給月数の地域格差の反映及

び級別職員構成の是正を見込んでいること。

２ 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項に留意しつつ、経費全般について徹底
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した見直しを行い、重点化を図るとともに、その節減合理化に努められたい。

(1) 一般行政経費（単独）については、地域において必要な行政課題に対し

て適切に財源措置を行う一方、既定の行政経費については自助努力による

節減分を見込みつつ極力縮減し、一体的かい離是正分を除き、前年度に

比し約０．９％減の１３兆３，５００億円程度を計上することとしている

こと。

なお、平成１９年度は投資的経費（単独）との一体的かい離是正分とし

て、６，０００億円を増額計上することとしており、これを含めた場合、

前年度に比し約３．５％増の１３兆９，５００億円程度となること。

(2) 国民健康保険関係事業費については、国民健康保険の保険基盤安定制度

（保険料軽減分）３，８９９億円、都道府県調整交付金５，１０２億円及

び国保財政安定化支援事業１，０００億円をあわせた１兆１億円を計上す

ることとしていること。

(3) 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成１９年

度においては、５，７００億円程度（前年度同額）を地方財政計画に計上

することとしているので、各地方公共団体においては、年度途中の追加財

政需要に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保しておくこと。

(5) 運輸事業振興助成交付金については、引き続き地方財政計画に所要額を

計上することとしていること。

３ 投資的経費

地方公共団体が財政の健全化に留意しつつ、地域の自立や活性化につなが

る基盤整備や生活関連社会資本整備を実施することが求められており、各地

方公共団体においては、地域の実情に即した適切な事業を選択し、事業の重

点的かつ効果的な実施に努められたい。

(1) 国の公共事業関係費は前年度比３．５％減とされたところであるが、地

方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前

年度に比し、約０．９％増の１兆１，４００億円程度、補助事業費につい

ては、前年度に比し約２．７％減の５兆５，１００億円程度となる見込み
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であること。

(2) 地方単独事業費については、前年度比１４．９％減の８兆５，９００億

円程度を計上することとしているが、一般行政経費（単独）との一体的な

かい離是正分を除いた伸び率は３．０％の減であり、既定経費の節減合理

化や基金の活用などにより財源の確保に努めるとともに、「地域活性化事

業」等の活用を図り、基盤整備への重点化を図りつつ、生活関連基盤の整

備や地域経済の振興等に必要な事業を実施されたいこと。

(3) また、公共工事については、「公共工事コスト縮減に対する取組につい

て」（平成１２年９月１日付け自治事務次官通知）及び「公共工事コスト

構造改革に対する取組について」（平成１５年１０月２４日付け総務事務

次官通知）に基づき、より一層のコスト縮減に取り組み、縮減率の公表を

推進されたいこと。

４ 公債費

公債費については、近年の投資的経費の抑制などにより、地方財政計画上

前年度に比し１．１％程度の減を見込むこととしている。しかしながら、依

然として高い水準にあるとともに公債費の状況は各地方公共団体において異

なるものであること等にかんがみ、公債費に係る地方交付税措置や減債基金

における既発債の償還財源の積立状況等を考慮し、実質的な後年度負担を把

握しつつ年次償還計画を策定することなどにより、中長期的観点に立った適

切な財政運営の確保に努められたい。

５ 維持補修費

維持補修費については、地方財政計画上前年度に比し０．０％程度の減を

見込むこととしているが、各種公共施設等について計画的に補修を行い、そ

の機能が十分に発揮されるよう適切な措置を講じられたい。

６ 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」（昭和２７年法律第

２９２号）等に定める一般会計との間における経費負担区分等の経営に関す

る基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営健全化等を推進するなど経

営基盤の強化を図るとともに、生活関連社会資本の整備及び社会経済情勢の

変化に対応した新たな事業の展開に配慮し、地方財政計画に所要額を計上す
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ることとしているので、この趣旨に沿って適正な運用を図られたい。

７ その他

次の諸点に、特に留意されたい。

(1) 国等に対し施設又は用地を無償で提供する等の事例が見受けられるが、

「地方財政再建促進特別措置法」（昭和３０年法律第１９５号）第２４条

の規定に基づき適正に対処すること。また、同条ただし書の規定により、

地方公共団体が国立大学法人等に対して寄付金等の支出を行う場合は、国

立大学法人等において通常行われる研究開発等と認められる経費を除くも

のであることなど、「地方財政再建促進特別措置法施行令の一部を改正す

る政令の運用上の留意事項について」（平成１４年１１月１日付け自治財

政局財務調査課長通知）等により、適正に対処すること。

さらに、国鉄民営化に伴い設立された旅客会社等に対する寄附金等の支

出についても、同法の趣旨を踏まえ、引き続き適切に対処すること。

(2) 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであ

るが、近年、経営状況が悪化し、収益率が低下しているところであるので、

各施行団体にあっては、魅力の向上による売上げの増加を図り、開催経費

の削減等による経営の合理化を徹底するほか、必要に応じ、今後の事業の

在り方についても検討を行うこと。

なお、引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に

経営改善に取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や

機械導入等に伴い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該

年度の地方債元金償還金について、地方債を充当することができることと

しており、必要に応じてこの措置を活用し、積極的に経営の合理化に取り

組まれたいこと。

(3) 公営競技関係法人については、「行政改革の重要方針」において、助成

金交付事業の徹底した透明化、一層の効率化等による財政寄与の確保等の

観点から、事業及び組織形態の見直しが行われることとされているので、

留意されたいこと。

(4) 政策金融改革により、公営企業健全化基金については、廃止される公営

企業金融公庫から新組織の新勘定へ全額承継することとしていること。
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また、「地方財政法」第３２条の２に規定する公営競技を行う地方公共

団体の納付金は、新組織移行後においては、公営企業健全化基金を承継す

る新組織に納付することとしていること。

(5) 公共工事の入札及び契約手続については、地方公共団体における入札及

び契約の適正化・支援方策を年度内にとりまとめることとしているが、「地

方行政及び地方公務員に対する信頼の回復について」（平成１８年１１月

７日付け総務事務次官通知）において既に通知しているとおり、事務手続

のより一層の透明性、公平性の確保のため必要な改善を加えるなど、適切

に対処されたいこと。

また、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成

１２年法律第１２７号）により義務付けられている発注見通しの情報の公

表などの事項について、未だ措置されていない団体にあっては、早期に是

正するとともに、同法に基づく指針に従い、必要な措置を講じるよう努め

られたいこと。

なお、一般競争入札の拡大や総合評価方式の拡充、ダンピング受注の防

止の徹底等については、「公共工事の入札及び契約の適正化の推進につい

て」（平成１８年１２月２８日付け総務省自治行政局長・国土交通省総合

政策局長通知）の趣旨を十分に踏まえ、適切に対処されたいこと。

(6) 公共工事の品質の確保については、「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律」（平成１７年法律第１８号）が平成１７年４月１日に施行され、

また、同法に基づく「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に

推進するための基本的な方針」が平成１７年８月２６日に閣議決定された

ことを踏まえ、同法及び同方針に基づいて、公共工事の品質確保の促進を

図るため総合評価方式の実施など必要な措置を講じられたいこと。

(7) 国又は特殊法人等が設置主体となる公的施設（会館、宿泊施設、会議場、

結婚式場、健康増進施設、総合保養施設、勤労者リフレッシュ施設その他

これらに準ずる施設を指し、特殊会社及び民営化が決定された法人が設置

するものを除く。）については、新設及び増築を禁止することとされ、地

方公共団体に対しても、この措置に準じて措置するよう要請するものとさ

れているところであり（平成１２年５月２６日閣議決定）、「民間と競合
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する公的施設の改革について」（平成１２年６月９日付け自治事務次官通

知）に基づき、適切に対処されたいこと。

(8) 住民票の写しの交付等の事務については、「地方公共団体の特定の事務

の郵便局における取扱いに関する法律」（平成１３年法律第１２０号）に

より郵便局において取り扱うことができ、また、「公共サービス改革法」

により官民競争入札等の対象とすることができることとされているので、

住民の利便の増進を図るとともに、地方公共団体の組織及び運営の合理化

に資するため、これらの制度の活用に努められたいこと。

なお、「郵政民営化の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平

成１７年法律第１０２号）により、郵政民営化後の郵便局においても従前

どおりこれらの事務を受託することができることとされていること。

(9) 平成１７年４月から、ペイオフが全面解禁されており、地方団体の公金

預金の管理・運用に関しては、適切に対処されたいこと。

特に公金の保全が完了していないにもかかわらず、資金の管理運用等に

係る方針の整備などがなされていない団体については、早急に対処された

いこと。

第６ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次

のような措置を講じることとしているので、その適切な活用に努められたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関

連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を確保していること。

(2) 公営企業金融公庫資金においては、臨時特別利率分として、３，４００

億円を確保するとともに、既往債の利子を軽減する観点から、公営企業借

換債について、資本費負担が著しく高い一定の地方公営企業を対象とした

従来分について利率要件を利率６．０％以上から利率５．５％以上に緩和

した上で借換枠を１，０００億円、臨時特例措置分について利率要件を利

率７．３％以上から利率７．０％以上に緩和した上で借換枠を１，０００

億円とし、地方債計画に総額２，０００億円（前年度２，０００億円）計
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上していること。

(3) 簡易水道事業については、前年度に引き続き、事業年度における一般会

計からの繰出しに代えて、臨時的に簡易水道事業債（臨時措置分）を措置

することとし、その結果充当率を１００％（うち臨時措置分１０％）に引

き上げることとしていること。

なお、当該臨時措置分に係る簡易水道事業債の元利償還金については、

その全額を後年度において基準財政需要額に算入することとしていること。

また、簡易水道事業の経営の効率化・健全化を図るため、簡易水道事業

統合計画を策定し、事業内の簡易水道施設を整理・統合しようとする場合

には所要の地方財政措置を講じることとしているので、積極的に活用され

たいこと。

(4) 下水道事業については、平成１８年度の地方財政措置の見直しに伴う平

成１７年度までに発行した下水道事業債の元利償還金に係る従来の公費負

担割合（雨水相当分７割）による額と新たな公費負担割合（雨水分及び汚

水公費分）による額との差額について、前年度に引き続き、下水道事業債

（特別措置分）に振り替え、当該特別措置分に係る下水道事業債の元利償

還金については、後年度において基準財政需要額に算入することとしてい

ること。

また、地理的条件や個別事情によって料金の対象となる汚水資本費（使

用料対象資本費）が高水準となる事業に対する高資本費対策として、一定

の使用料徴収を前提に資本費の一部に地方交付税措置を講じることとして

いること。

下水道事業の経営健全化を図るため、一般会計の負担が過大になってい

る団体においては、早急に使用料の適正化に取り組まれたいこと。

加えて、下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差により構造

的に生じる資金不足を補うため、資本費平準化債として所要の地方債措置

を講じることとしているので積極的に活用されたいこと。

さらに、流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に

ついて、前年度と同様に、事業年度における一般会計からの繰出しに代え

て、臨時的に下水道事業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時
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措置分に係る下水道事業債の元利償還金については、その全額（流域下水

道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度において基準財政需

要額に算入することとしていること。

(5) 交通事業については、都市内交通の改善、人と環境にやさしい都市交通

の構築等の観点から、高機能路面電車システム（「ＬＲＴシステム」）の

整備について、新たに地方財政措置を講じることとしていること。

(6) 病院事業については、近年における自治体病院経営を取り巻く環境の変

化に的確に対応し、医療資源の効率的活用に資するため、地域における当

該病院の役割を明確にしたうえで、他の医療機関との連携・機能分担及び

病床の合理化を一層推進すること。また、経営の透明性を確保する観点か

らも、職員数・給与の見直し、民間委託の推進を図る等経営の徹底した効

率化を図り、適切な医療の確保に努めること。なお、医師確保対策等を進

めるため、院内保育所の運営に要する経費について、新たに地方交付税措

置を講じることとしていること。

第７ 公営企業金融公庫廃止後の新組織について

「行革推進法」及び「政策金融改革に係る制度設計」（平成１８年６月

２７日行政改革推進本部・政策金融改革推進本部決定）等を踏まえ、公営企

業金融公庫は平成２０年１０月に廃止され、地方公共団体が共同して設立す

る新組織に移行することとなっている。新組織の体制、業務及び現公庫から

新組織へ資産・負債の承継等については、次のとおりとすることとしており、

また、これを踏まえ、平成１９年の通常国会に新組織に関する法律案を提出

する予定であるので留意されたい。

(1) 新組織の体制、業務等

意思決定機関に知事、市長、町村長の代表のほか、学識経験者を加える

とともに、外部有識者によるチェック機関、監査法人等による外部監査の

導入などにより、外部からのチェックが働く仕組みとすること。

新組織の業務範囲については、現行の公営企業金融公庫の業務の範囲内

で重点化を行い、事業規模については、財政融資資金と並行して段階的に

一定の縮減を図ること。
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(2) 資産・負債の承継等

新たな貸付業務と既往の債権債務を管理する勘定を区分した上で、新組

織の将来にわたる安定的な経営を確立するため、新・旧両勘定の適切な運

営・管理に必要な額として、新組織移行時に見込まれる債券借換損失引当

金の全額、概ね３．４兆円を承継すること。また、そのうち概ね２．２兆

円程度が、新組織が新たに行う貸付業務について、将来にわたる経営の持

続可能性を確保するため、新勘定におかれること。また、公営企業健全化

基金は新勘定に、利差補てん引当金は旧勘定に全額承継すること。

また、地方公共団体が新組織へ全額出資を行うこととし、発行済みの政

府保証債の借換債に限り、適切な条件の下に引き続き政府保証を付すこと。
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